
改 正 後 改 正 前 

別表２ 

収用証明書の区分一覧表 

区   分 内   容 発 行 者 根拠条項 備   考 

㉑ 電気事業法

（昭和39年法

律第170号）に

よる一般送配

電事業、送電

事業、特定送

配電事業又は

発電事業の用

に供する電気

工作物のうち

水力による発

電施設、最大

出力10万キロ

ワット以上の

汽力若しくは

原子力による

発電施設、最

大出力5,000キ

ロワット以上

の内燃力若し

くはガスター

ビンによる発

電施設（離島

（※１）におい

て設置される

ものに限る。）

又は送電施設

・・ ・・ ・・ ※１ 離島とは、

・・・・・。

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

⑶ ・・・・・ 

⑷ ・・・・・ 

※２ 電気事業

法第２条第１

項第８号に規

定する一般送

配電事業又は

同項第10号に

規定する送電

事業の用に供

するために設

置される送電

施設又は変電

施設に限る。 

別表２ 

収用証明書の区分一覧表 

区   分 内   容 発 行 者 根拠条項 備   考 

㉑ 電気事業法

による電気事

業の用に供す

る電気工作物

のうち水力に

よる発電施設、

最大出力10万

キロワット以

上の汽力若し

くは原子力に

よる発電施設、

最大出力8,000

キロワット以

上の風力若し

くは最大出力

1,000キロワッ

ト以上の太陽

光による発電

施設（電気事業

法第２条第１

項第２号に規

定する一般電

気事業者が設

置するものに

限る。）、最大出

力5,000キロワ

ット以上の内

・・ ・・ ・・ ※ 離島とは、・

・・・・。

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

⑶ ・・・・・ 

⑷ ・・・・・ 
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改 正 後 改 正 前 

（※２）若し

くは使用電圧

５万ボルト以

上の変電施設

（※２）（第17

号の一部） 

45の２・・・・・ 当該事業が国土

交通大臣の定め

る一団地の津波

防災拠点市街地

形成施設の整備

に関する事業に

係る基準に該当

するこれに準ず

る事業である旨

の証明（当該証

明に記載されて

いるその証明の

日が平成31年３

月31日以前であ

るものに限るも

のとし、代行買

収（※４）の場

合にあっては、

当該代行買収を

行う者の名称及

・・・・・ ・・・・・ ※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

※４ ・・・・・。 

燃力若しくは

ガスタービン

による発電施

設（離島(※)

において設置

されるものに

限る。）、送電施

設又は使用電

圧５万ボルト

以上の変電施

設（第17号の一

部） 

45の２ ・・・・・ 当該事業が国土

交通大臣の定め

る一団地の津波

防災拠点市街地

形成施設の整備

に関する事業に

係る基準に該当

するこれに準ず

る事業である旨

の証明（代行買

収（※４）の場

合にあっては、

当該代行買収を

行う者の名称及

び所在地の記載

があるもの） 

・・・・・ ・・・・・ ※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

※４ ・・・・・。 
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改 正 後 改 正 前 

び所在地の記載

があるもの） 

㊿ ・・・・・ 

(イ) 都市再開発法第

79条第３項《床面積

が過小となる施設

建築物の一部の処

理》（同法第111条

《特則》の規定によ

り読み替えて適用

される場合を含

む。）の規定により

施設建築物の一部

等又は建築施設の

部分が与えられな

いように定められ

た資産 

(ロ) ・・・・・

・・・・・

(ロ)に掲げる資産

の場合にあって

は、措置法令第

22条第11項各号

に掲げる場合の

いずれか（都市

再開発法第71条

第１項の申出を

した者が同法第

70条の２第１項

の申出をするこ

とができる場合

には、措置法令

第22条第11項第

１号に掲げる場

・・・・・ ・・・・・ ㊿ ・・・・・ 

(イ) 都市再開発法第

79条第３項《床面積

が過小となる施設

建築物の一部の処

理》（同法第111条

《特則》の規定によ

り読み替えられる

場合を含む。）の規

定により施設建築

物の一部等又は建

築施設の部分が与

えられないように

定められた資産 

(ロ) ・・・・・

・・・・・

(ロ)に掲げる資産

の場合にあって

は、措置法令第

22条第11項各号

のいずれかに該

当する旨及び同

項に規定する審

査委員の同意又

は市街地再開発

審査会の議決の

あった旨の証明 

・・・・・ ・・・・・
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改 正 後 改 正 前 

(ハ) 都市再開発法第

104条第１項《清算》

（同法第110条の２

第６項又は第111条

の規定により読み

替えて適用される

場合を含む。）又は

第118条の24《清算》

（同法第118条の25

の３第３項の規定

により読み替えて

適用される場合を

含む。）に規定する

差額に相当する金

額の交付を受ける

こととなった資産 

合に限る。）に該

当する旨及び同

項に規定する審

査委員の同意又

は市街地再開発

審査会の議決の

あった旨の証明 

50の２ ・・・・・ 

(イ) 密集市街地にお

ける防災街区の整

備の促進に関する

法律第212条第３

項（密集市街地に

おける防災街区の

整備の促進に関す

る法律施行令第43

・・・・・

(ロ)に掲げる資産

の場合にあって

は、措置法令第

22条第14項各号

に掲げる場合の

いずれか（密集

市街地における

防災街区の整備

・・・・・ ・・・・・

(ハ) 都市再開発法第

104条《清算》又は

第118条の24《清算》

（同法第118条の25

の２第３項の規定

により読み替えて

適用される場合を

含む。）に規定する

差額に相当する金

額の交付を受ける

こととなった資産 

50の２ ・・・・・ 

(イ) 密集市街地にお

ける防災街区の整

備の促進に関する

法律第212条第３

項（密集市街地に

おける防災街区の

整備の促進に関す

る法律施行令第43

・・・・・

(ロ)に掲げる資産

の場合にあって

は、措置法令第

22条第14項各号

のいずれか（密

集市街地におけ

る防災街区の整

備の促進に関す

・・・・・ ・・・・・
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改 正 後 改 正 前 

条の規定により読

み替えて適用され

る場合を含む。）の

規定により防災施

設建築物の一部等

又は防災建築施設

の部分が与えられ

ないように定めら

れた資産 

(ロ) ・・・・・

(ハ) 密集市街地にお

ける防災街区の整

備の促進に関する

法律第248条第１

項（密集市街地に

おける防災街区の

整備の促進に関す

る法律施行令第43

条又は第45条の規

定により読み替え

て適用される場合

を含む。）の規定に

より同項に規定す

る差額に相当する

金額の交付を受け

ることとなった資

産 

の促進に関する

法律第203条第

１項の申出をし

た者が同法第

202条第１項の

申出をすること

ができる場合に

は、措置法令第

22条第14項第１

号に掲げる場合

に限る。）に該当

する旨及び同項

に規定する審査

委員の同意又は

防災街区整備審

査会の議決のあ

った旨の証明 

条の規定により読

み替えられる場合

を含む。）の規定に

より防災施設建築

物の一部等又は防

災建築施設の部分

が与えられないよ

うに定められた資

産 

(ロ) ・・・・・

(ハ) 密集市街地にお

ける防災街区の整

備の促進に関する

法律第248条第１

項の規定により同

項に規定する差額

に相当する金額の

交付を受けること

となった資産 

る法律第203条

第１項の申出を

した者が同法第

202条第２項各

号に掲げる要件

の全てを満たす

場合には、措置

法令第22条第14

項第１号に限

る。）に該当する

旨及び同項に規

定する審査委員

の同意又は防災

街区整備審査会

の議決のあった

旨の証明 
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改 正 後 改 正 前 

別表４ 

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 

区 分 内 容 発 行 者 根拠条項 備 考 

⑭ ・・・・・

(イ) 農業協同組

合法第11条の

48第１項《宅地

等供給事業実

施規程》に規定

する宅地等供

給事業のうち

同法第10条第

５項第３号《事

業》に掲げるも

の 

(ロ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・ ※ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

㉑ ・・・・・ 

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

Ｃ ・・・・・ 

Ｄ ・・・・・ 

Ｅ ・・・・・ 

(ハ) ・・・・・

(ニ) ・・・・・

(ホ) ・・・・・

(ヘ) 風俗営業等

の規制及び業

(イ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・ ※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

※４ ・・・・・。 

※５ ・・・・・。 

※６ ・・・・・。 

※７ ・・・・・。 

※８ ・・・・・。 

別表４ 

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 

区 分 内 容 発 行 者 根拠条項 備 考 

⑭ ・・・・・

(イ) 農業協同組

合法第11条の

29《宅地等供

給事業実施規

程》に規定す

る宅地等供給

事業のうち同

法第10条第５

項第３号《事

業》に掲げる

もの 

(ロ) ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・ ※ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

㉑ ・・・・・ 

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

Ｃ ・・・・・ 

Ｄ ・・・・・ 

Ｅ ・・・・・ 

(ハ) ・・・・・

(ニ) ・・・・・

(ホ) ・・・・・

(ヘ) 風俗営業等

の規制及び業

(イ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・ ※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

※４ ・・・・・。 

※５ ・・・・・。 

※６ ・・・・・。 

※７ ・・・・・。 

※８ ・・・・・。 
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改 正 後 改 正 前 

務の適正化等

に関する法律

第２条第１項

第１号又は第

２号に掲げる

営業に係る営

業所（※７）

の同法第４条

第２項第１号

に規定する構

造又は設備の

全部が風俗営

業等の規制及

び業務の適正

化等に関する

法律施行規則

の施行（※８）

の際同規則第

７条《構造及

び設備の技術

上の基準》に

規定する・・

・・・

務の適正化等

に関する法律

第２条第１項

第１号から第

３号まで又は

第５号に掲げ

る営業に係る

営業所（※７）

の同法第４条

第２項第１号

に規定する構

造又は設備の

全部が風俗営

業等の規制及

び業務の適正

化等に関する

法律施行規則

の施行（※８）

の際同規則第

８条《構造及

び設備の技術

上の基準》に

規定する・・

・・・
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